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担当部署:　健やか部 こども園課　
	処分の概要
	保育料の減免

	例規名
根拠条項
	交野市立幼保連携型認定こども園条例　第8条

	例規番号
	平成28年条例第32号

	【根拠条文】
(減免等)
第8条　市長は、特別の事由があると認めるときは、規則で定めるところにより保育料を減免することができる。

【基準】
根拠条文及び交野市施設型給付費、市立認定こども園保育料等に関する規則第6条の規定による。
(利用者負担の減免)
第6条　利用者負担条例第6条及び認定こども園条例第8条の規定により、利用者負担を減免することができる特別の事由は、次の各号に掲げる事由とする。
(1)　教育・保育給付認定保護者又はその属する世帯の生計を主として維持する者が、震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又はその財産について著しい損害を受けたこと。
(2)　教育・保育給付認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これに類する理由により著しく減少したこと。
(3)　教育・保育給付認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡したこと、又はその者が心身に重大な障がいを受け、若しくは長期間入院したことにより、その者の収入が著しく減少したこと。
(4)　教育・保育給付認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失業等により著しく減少したこと。
(5)　次のアからエまでに掲げる事由
ア　特定教育・保育施設等の休所又は教育・保育の停止により、当該月に引き続き15日以上特定教育・保育等を受けなかつたとき。
イ　教育・保育給付認定子どもが疾病等の理由により、当該月に引き続き15日以上特定教育・保育等を受けなかつたとき。
ウ　特定教育・保育施設等の休所又は教育・保育の停止により、当該月に特定教育・保育等を受けた日がないとき。
エ　教育・保育給付認定子どもが疾病等の理由により、当該月に特定教育・保育等を受けた日がないとき。
(6)　前各号に定めるもののほか、市長が特に認めた事由
2　市長は、前項各号の事由により、教育・保育給付認定保護者が利用者負担額を負担することが困難であると認めたときは、減免措置を講ずるものとし、この場合における利用者負担は、次の各号に掲げる事由に応じ当該各号に定める額とする。
(1)　前項第1号、第2号及び第6号の事由　世帯の所得の状況その他の事情を勘案して市長が適当と認める額
(2)　前項第3号及び第4号の事由　世帯の構成員(別表第2備考第8項の利用者負担額の算定に係る者をいう。)の年間収入見込額(3か月以上の間の収入の平均から推計した年間収入の見込額をいう。)から算定した住民税の額を基準として算定した利用者負担
(3)　前項第5号ア及びイの事由　当該月の利用者負担に100分の50を乗じて得た額
(4)　前項第5号ウ及びエの事由　0円
3　前項に規定する利用者負担の減免を受けようとする者は、特定教育・保育施設等利用者負担減免申請書に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。
4　市長は、前項に規定する申請書を受けたときは、速やかに審査のうえ、その適否を決定し、申請者に特定教育・保育施設等利用者負担減免適用通知書又は特定教育・保育施設等利用者負担減免不適用通知書により通知しなければならない。



	標準処理期間
	15日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成28年7月1日
	最終変更年月日
	令和元年11月25日
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